









































の階層性を利用したフィードバック関数 (y= で評価される。 
④ ②項で開発した持続可能性貢献度評価マトリクスと④項で開発したフィードバ
ック関数を結合することにより政策全体の評価マトリクスを開発した。 
⑤ 政策全体の評価マトリクスの試行；長崎市の第 3 次総合計画の将来像を達成す
るための諸課題 41 個を抽出、これらに対する住民のニーズの把握、ニーズスコア
の因子分析により得られた 15 個の共通因子と課題の関係を整理し、それぞれを評
価指標および評価視点とした。総合計画に明示された政策の一部を対象として、本
研究で開発した評価指標と持続可能性貢献度評価マトリクスで事務事業の持続可
能性貢献度評価した。それより上部階層の政策の評価はフィードバック式によって
行った。政策体系の 下層である個別施策の事務事業の評価に当たっては、地域の
実態を熟知している住民の意見を取り入れた複数の代替案を持続可能性の視点か
ら比較検討し、トレードオフが 小で且つ社会・経済・環境の３側面に於いて調和
の取れた持続可能性が得られる代替案の選定が可能である事を確認した。 
研究の結果；住民等のステークホルダの参加による官民協働のもと地方自治体の
総合計画が自律的に持続可能な発展を行いうることを明確にし、その具体化のため
のツールとしては総合計画の将来像達成のための課題を集約して得られた持続可
能性貢献度評価指標、持続可能性貢献度評価マトリクスおよびフィードバックシス
テムからなる持続可能性貢献度評価枠組みが有効であることを確認した。 
